
４－４・第三セクター等に関すること
４－４－１．第三セクター等の自立化（外郭団体を含む）

開始
現在

（H21.4.1）
最終 19 20 21 22 23 24 25 26

1 【4411－1】

第三セクター等のあり方と
経営見直しの基本方針の
策定

・11の第三セクター等
㈶ 付知振興公社、㈱山口
特産開発、㈱クアリゾート
湯舟沢、㈱クオリティ
ファーム中津川、㈱ひるか
わ企画、㈱きりら坂下、㈶
椛の湖ふれあい村、㈱阿
木レイクサイド、㈶ ふれあ
い公社、土地開発公社、
中津川・恵那地域勤労者
福祉サービスセンター。

・独立採算による経営。 ・経営に関するルールが
設けられていない。

第三セクター等の見直しガイドラインを策定する。

（完了）

総務部 行政改革推進課 - - - 19 20 ⇒ ⇒ 100%

2 【4412－1】

経営責任者の見直し

（第三セクター等外郭団
体への人的関与の見直
し）

・法人の役員には、市長、
副市長、部局長の就任が
多い。

・自立化された経営。 ・経営責任の不存在 民間人等を登用する。

総務部 行政改革推進課 - - - 21 23 ⇒ ⇒ ⇒ －

3 【4412－2】

派遣職員の引き揚げ

（第三セクター等外郭団
体への人的関与の見直
し）

・第三セクター等外部団体
へ職員を派遣している。
（平成21年度1名）。

・行政に頼らない自主的・
自立的な運営を行う。

・自立化の観点から、派遣
の見直しが検討されてい
ない。

市派遣職員を縮減する。

（17年度から実施）

総務部 人事課
市派遣職

員
12人

市派遣職
員
１人

市派遣職
員
0人

17 23 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 92%

4 【4413－1】

（株）クアリゾート湯舟沢の
独立採算に向けた各法人
の経営改革プランの策定

・市が51％を出資しいる。
代表者に市長が就任して
いる。第三セクターという
性格上、経営不振の責任
所在が不明瞭となってい
る。
14期決算では市からの委
託料1,429千円、前期繰越
利益▲35,766千円。

・中津川市における民間
観光拠点施設として独立
し、地元の優良企業となる
こと。

・経営分析が不十分のた
め改善計画ができていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

産業振興部 観光課 - - - 22 22 ⇒ －

5 【4413－3】

（株）阿木レイクサイドの独
立採算に向けた経営改革
プランの策定

・市が50％出資している。
代表者に副市長が就任し
ている。全体として売上が
伸びている。（20年度当期
純利益1,888千円）
14期決算では市からの委
託料2,733千円、前期繰越
利益▲3,465千円

・自主事業で黒字化を目
指す。

・経営分析が不十分のた
め改善計画ができていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

産業振興部 観光課 - - - 22 22 ⇒ －

6 【4413－4】

中津川・恵那地域勤労者
福祉サービスセンターの
独立採算に向けた経営改
革プランの策定

・H18年度に自立化計画を
策定。
・国・中津川市・恵那市か
らの補助金収入がある。

・補助金収入に頼らない
自立した経営を行う。

・運営経費として、補助金
を必要としている。
・中津川市、恵那市からの
人的支援を必要としてい
る。

中津川・恵那地域勤労者福祉サービスセンターの
新たな自立化計画を策定する。

（Ｈ22年度で国庫補助「中小企業勤労者総合福祉事
業」が切れる。）

産業振興部 工業振興課 - - - 22 22 ⇒ －

7 【4413－5】

（株）クオリティ・ファーム
中津川の独立採算に向け
た経営改革プランの策定

・市が55％出資している。
代表者に副市長が就任し
ている。経営の目的が曖
昧で経営改善への取組が
なされていない。
14期決算では市からの委
託料9,284、前期繰越利益
▲394千円。

・畜産振興の拠点である
牧場を利用し、市民の憩
いの場所を供する。

・経営分析が不十分のた
め改善計画ができていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

産業振興部 畜産振興課 - - - 22 22 ⇒ －

目標
年度

達成度
（20年度末）

No. 20年度までの状況 あるべき姿管理コード 対策（どうする）
スケジュール（年度）（いつまでに）

具体的な取り組み
課題

（乖離の原因）
所管部課
（だれが）

目標値（数値化できるもののみ）
開始
年度

－25－



開始
現在

（H21.4.1）
最終 19 20 21 22 23 24 25 26

8 【4413－6】

（財）なかつがわふれあい
公社の独立採算に向けた
経営改革プランの策定

・市が100％出資してい
る。代表者が副市長であ
り、役員に市職員が就任し
ている。都市公園、体育施
設、市営駐車場等の指定
管理業務と公共施設の維
持管理業務委託。
19年度の市からの委託料
2億4,500万円。

・自主的・自立的な経営が
行える経営基盤の確立。

・設立当初から公共施設
の維持管理を行ってきた
が、制度改正により民間と
の競合が避けられない状
況である。経営分析が不
十分のため改善計画がで
きていない。

新公益法人制度改革による法人移行を調査・研究す
るとともに、受託事業の見直しを行う。

文化スポーツ部 生涯学習課 - - - 22 22 ⇒ －

9 【4413－7】

土地開発公社の長期保
有土地の削減計画を策定

・土地開発公社が保有す
る土地の中で造成後も売
却できない2号土地（プロ
パー土地）を抱えている。
・1号土地（代行取得土地）
については、平成21年度
から市の債務負担の中で
計画的に公社用地の取得
を行う。
・Ｈ20年時点で帳簿価格
1,591,359千円（45,919㎡）

・長期保有土地削減計画
を策定し、1号土地につい
ては、原因者へ処分をす
る。 ・2
号土地の早期処分のた
め、売却額を見直し完売
する。

・土地開発公社の長期保
有土地の処理方針がな
い。

長期保有土地の削減計画を策定する。
1号土地について、市との債務保証年度計画を第

三セクター見直し期間（総務省発表）との整合性を取
るため庁内調整を行う。
2号土地の売却額値引き処分を検討し、売却による

副次効果と相対させながら売却計画の策定をする。
基盤整備部 用地対策課

２号土地の
残地区画

数
１６区画

16区画

16区画を
完売する。
1号土地の
完売と矮
小な道路
残地等を
市へ移管

21 21 ⇒ －

10 【4413－8】

土地開発公社の経営改
革プランの策定

・公社有地の長期保有化
に伴う、公社の経営悪化
に対して、将来的な展望
に立った公社の改革プラ
ンが立案されていない。

・将来のあり方を踏まえた
「土地開発公社改革プラ
ン」が策定されている。

・土地開発公社の実情と
将来のあり方が検討され
ていない。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

基盤整備部 用地対策課 - - - 21 21 ⇒ －

11 【4413－9】

（財）付知町振興公社の
独立採算に向けた経営改
革プランの策定

・市が100％出資してい
る。代表者が副市長であ
り、役員に市職員が就任し
ている。19期決算では市
からの委託料0、市への寄
付金12,000千円、前期繰
越利益35,654千円

・独立採算を原則に、自立
的な経営を行っていく経
営改革プランが作成され
ている。

・公益法人制度改革の方
向や法人の自立化に向け
ての改革プランが作成が
されていない。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

付知総合事務
所

付知総合事務所
企画振興課

- - - 22 22 ⇒ －

12 【4413－10】

（株）山口特産開発の独
立採算に向けた経営改革
プランの策定

・市が58.5％を出資しい
る。
代表者が副市長であり、
役員に市職員が就任して
いる。
16期決算では市からの委
託料０、前期繰越利益
34,181千円

・独立採算を原則に、自立
的な経営を行っていく経
営改革プランが作成され
ている。

・自立化に向けての改革
プランが作成がされていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

山口総合事務
所

山口総合事務所
地域福祉課

- - - 22 22 ⇒ －

13 【4413－11】

（株）きりら坂下の独立採
算に向けた経営改革プラ
ンの策定

・市が90.2％を出資しい
る。
代表者が副市長であり、
役員に市職員が就任して
いる。
11期決算では市からの委
託料6,190千円、前期繰越
利益▲35,191千円

・独立採算を原則に、自立
的な経営を行っていく経
営改革プランが作成され
ている。

・自立化に向けての改革
プランが作成がされていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。
経営計画、点検評価に関して総務省の経営アドバ

イザー派遣事業を活用し、専門家から総合的な助言
を受ける。 坂下総合事務

所
坂下総合事務所
企画振興課

- - - 21 21 ⇒ －

14 【4413－12】

（財）椛の湖ふれあい村の
独立採算に向けた経営改
革プランの策定

・市が100％を出資しいる。
代表者が副市長であり、
役員に市職員が就任して
いる。
14期決算では市からの委
託料7,240千円、前期繰越
利益▲25,290千円

・独立採算を原則に、自立
的な経営を行っていく経
営改革プランが作成され
ている。

・公益法人制度改革の方
向や法人の自立化に向け
ての改革プランが作成が
されていない。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。
経営計画、点検評価に関して総務省の経営アドバ

イザー派遣事業を活用し、専門家から総合的な助言
を受ける。 坂下総合事務

所
坂下総合事務所
企画振興課

- - - 21 21 ⇒ －

スケジュール（年度）（いつまでに）
達成度

（20年度末）
所管部課
（だれが）

目標値（数値化できるもののみ）
開始
年度

目標
年度

No. 管理コード 対策（どうする） 20年度までの状況 あるべき姿
課題

（乖離の原因）
具体的な取り組み

－26－



開始
現在

（H21.4.1）
最終 19 20 21 22 23 24 25 26

15 【4413－13】

（株）ひるかわ企画の独立
採算に向けた経営改革プ
ランの策定

・市が95％を出資しいる。
代表者が副市長であり、
役員に市職員が就任して
いる。
14期決算では市からの委
託料0、前期繰越利益
1,170千円。

・独立採算を原則に、自立
的な経営を行っていく経
営改革プランが作成され
ている。

・老朽化により施設の改修
が必要であるが、売り上げ
だけではその財源を賄い
きれない状況である。
・自立化に向けての改革
プランが作成がされていな
い。

現状を精査するとともに、経営分析を行い経営健全
化を図るため「経営改革プラン」を策定する。

蛭川総合事務
所

蛭川総合事務所
企画振興課

- - - 22 22 ⇒ －

16 【4414－1】

三セク等の経営評価を行
う経営検討会議の設置

・経営評価がされていな
い。

・持続的な健全経営。 ・経営に関する知識が不
十分であり、実態把握が
曖昧で十分な検討が行わ
れていない。

21年度に現状把握と抜本的な改革を促すため所管
部課等の長で構成される「経営検討委員会」を設置
し、更に22年度に作成する「経営改革プラン」を評価
するため、経営に関する有識者、第三セクターの経
営責任者等で構成される経営検討会議を23年度に
設置する。

総務部 行政改革推進課 - - - 21 23 ⇒ ⇒ ⇒ －

開始
年度

目標
年度

スケジュール（年度）（いつまでに）
達成度

（20年度末）
課題

（乖離の原因）
具体的な取り組み

所管部課
（だれが）

目標値（数値化できるもののみ）
No. 管理コード 対策（どうする） 20年度までの状況 あるべき姿

－27－


